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 当機構から本件業務の実施場所を含む区
域を措置対象区域とする指名停止を受けて
いる期間中でないこと。
 暴力団員が実質的に経営を支配する者又
はこれに準ずる者でないこと。
 建築士法（昭和25年法律第202号）第23
条の規定に基づく一級建築士事務所の登録
を行っていること。
 元請として受注し、平成20年度以降に契
約履行が完了した以下の業務実績を有する
こととし、共同企業体であった場合は出資
比率が50％以上のものに限る。
業務Ⅰ 延べ面積10000以上の業務施設
または文化・交流・公益施設の建築設計
業務 （「業務施設」とは、平成21年国土
交通省告示十五号（以下、告示十五号と
いう）別添二第四号とする。「文化・交
流・公益施設」とは、告示十五号別添二
第十二号とする。）
業務Ⅱ 延べ面積5000以上の建築物の
耐震改修の建築設計業務（延べ面積は改
修前の緒元を対象とする。なお、耐震改
修の工法は問わない。）
業務Ⅲ 市街地再開発事業に係る建築設計
業務（「市街地再開発事業」とは、都市
再開発法（昭和44年法律第38号）第２条
第１号に定める事業をいう。）
業務Ⅳ 延べ面積10000以上の業務施設
または文化・交流・公益施設の工事監理
業務
業務Ⅴ 市街地再開発事業に係る建築物の
工事監理業務

 統括デザイン監修者の選任 デザインコ
ンセプト・ガイドラインを作成し、デザイ
ンの方針を一貫して維持し、複数街区の調
整を担う統括デザイン監修者を選任するこ
と。統括デザイン監修者の要件は、竣工し
た建築物の建築設計について、デザイン能
力を評価された賞の受賞歴と一級建築士の
資格を要していることとする。なお、受賞
案件の建築設計体制における役職や立場は
問わない。また、統括デザイン監修者は管
理技術者、各主任担当技術者との兼任は不
可とする。

 業務形態
 構成員の業務分担が、業務の内容により、
長岡市大手通坂之上町地区再開発施設建築
物基本設計等業務設計共同体協定書におい
て明らかであること。
 一の分担業務を複数の企業が共同して実
施することがないことについて、長岡市大
手通坂之上町地区再開発施設建築物基本設
計等業務設計共同体協定書において明らか
であること。

 代表者要件 構成員において決定された代
表者が、長岡市大手通坂之上町地区再開発施
設建築物基本設計等業務設計共同体協定書に
おいて明らかであること。
 設計共同体の協定書 設計共同体の協定書
が、「建設コンサルタント業務における設計共
同体の取扱いについて」（平1671付3414）
の別紙に示された「長岡市大手通坂之上町地
区再開発施設建築物基本設計等業務設計共同
体協定書」によるものであること。
設計共同体協定書は３の申請書と共に交
付する「設計共同体協定書等作成の手引き」
及び「設計共同体協定書（様式）」に従い作成
すること。

５ 一般競争（指名競争）参加資格の認定を受け
ていない者を構成員に含む設計共同体の取扱い
４の認定を受けていない者を構成員に含
む設計共同体も２及び３により申請をすること
ができる。この場合において、設計共同体とし
ての資格が認定されるためには、４の認定
を受けていない構成員が４の認定を受ける
ことが必要である。また、この場合において、
４の認定を受けていない構成員が、当該業
務に係る技術提案書の提出の時までに４の
認定を受けていないときは、設計共同体として
の資格がないと認定する。
６ 資格審査結果の通知 「一般競争参加資格認
定通知書」により通知する。
７ 資格の有効期間 ６の設計共同体としての資
格の有効期間は、設計共同体としての資格の認
定日から当該業務が完了する日までとする。た
だし、当該業務に係る契約の相手方以外の者に
あっては、当該業務に係る契約が締結される日
までとする。

８ その他
 設計共同体の名称は「長岡市大手通坂之上
町地区再開発施設建築物基本設計等業務
・××設計共同体」とする。

 当該業務に係る特定手続に参加するために
は、技術提案書の提出の時において、設計共
同体としての資格の認定を受け、かつ、当該
業務の「公募型プロポーザル方式に係る手続
開始の公示（建築のためのサービスその他の
技術的サービス（建設工事を除く））」（平成
30年４月23日付東日本都市再生本部長公示）
に示すところにより、技術提案書の提出者と
して選定されていなければならない。

競争参加者の資格に関する公示
東京地下鉄株式会社が発注する特別管理産業廃
棄物（ＰＣＢ混入蛍光灯安定器）分別業務の競争
参加資格を得ようとする者の申請方法等につい
て、次のとおり公示します。
平成 30 年４月 23 日
東京地下鉄株式会社 電気部長 松田 薫
◎調達機関番号 414 ◎所在地番号 13
１ 業務概要
 業務の名称 特別管理産業廃棄物（ＰＣＢ
混入蛍光灯安定器）分別業務
 履行期間 契約締結日から平成31年１月15
日までを予定する。

２ 競争参加資格の申請方法 以下のホームペー
ジからご確認ください。
http://www.tokyometro.jp/corporate/

business/procurement/bid/index.html

 申請書の提出期間 平成30年４月23日（月）
から平成30年５月17日（木）まで（必着）

３ 競争参加者の資格及びその審査
 契約を締結する能力を有しない者でないこ
と。
 破産者で復権を得ない者でないこと。
 次の各号に掲げる事実のいずれかに該当し
ない者で、その事実があった後３年を経過し
ていない者でないこと。
 契約の履行に当たり、故意に履行を粗雑
にし、又は品質若しくは数量に関して不正
の行為をしたこと。
 公正な競争の執行を妨げた者、又は公正
な価格を害し、若しくは不正の利益を得る
ため連合したこと。

 他者の競争の参加又は契約の締結若しく
は履行を妨げたこと。
 正当な理由がなくて契約を履行しなかっ
たこと。
 監督又は検査の実施に当たり社員の職務
の執行を妨げたこと。
 契約に関し、不正若しくは不当の行為又
はこれに類似した行為により事故を起こ
し、その他信義誠実に欠ける行為をしたこ
と。
 正当な理由がなくて、契約に関し、東京
地下鉄㈱（以下「会社」という。）との間に
おいて現に係争中であること。
 契約に関し、現に履行遅延となっている
こと。
 契約の履行実績又はアフターサービスが
著しく不良であったこと。
 申請書類中の重要な事項について虚偽の
記載をし、又は重要な事実について記載を
しなかったこと、その他会社に提出した書
類に虚偽を記載したこと。
 ～までのいずれかに該当する事実が
あった後３年を経過していない者を契約の
履行に当たり、代理人、支配人その他の使
用人として使用したこと。

 会社更生法（平成14年法律第154号）に基
づき更生手続開始の申立てがなされている者
又は民事再生法（平成11年法律第225号）に
基づき再生手続開始の申立てがなされている
者（更生手続開始の決定を受けた者及び再生
手続開始の決定を受けた者を除く。）若しくは
手形交換所による取引停止処分、主要取引先
から取引停止等の事実があり、経営状況が著
しく不健全であると認められる者でないこ
と。
 暴力団員、暴力団関係者その他反社会的勢
力であること、又はそれらの者との関与があ
ると認められる者でないこと。

４ 資格審査結果の通知 「競争参加資格結果通
知書」により通知（申請書に記載された住所で
代表者あてに郵送等）する。
５ 問い合わせ先 〒1108614 東京都台東区東
上野三丁目19番６号 東京地下鉄株式会社 電
気部電気契約制度課 電話番号0338377197
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